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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第132期
第２四半期
連結累計期間

第133期
第２四半期
連結累計期間

第132期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 50,498 53,466 109,569

経常利益 (百万円) 7,734 10,392 18,779

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,751 6,370 12,228

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) △1,143 11,310 14,446

純資産額 (百万円) 135,991 155,844 146,502

総資産額 (百万円) 184,466 205,763 197,260

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 38.32 52.50 99.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.4 64.3 62.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,007 4,966 16,050

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,594 △2,897 △5,002

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,126 △2,383 △6,386

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 39,627 41,906 42,284
 

　

回次
第132期
第２四半期
連結会計期間

第133期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 19.55 28.14
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４　「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、第132期第２四半期連結累計期間、第132期連結会計

年度及び第133期第２四半期連結会計期間の１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

 

EDINET提出書類

日本パーカライジング株式会社(E00898)

四半期報告書

 2/25



２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に　ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動は、ありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 
(1) 技術導入契約

 
契約会社名 相手先の名称

相手先の
所在地

契約内容 ロイヤルティ 契約期間
 

日本パーカライジ
ング㈱
(提出会社)
 
 

 

トランター社
(Tranter Inc.)
 

 

アメリカ
 
 

 

板状熱交換器(プレートコイ
ル)の製造・販売実施権
 
 

 

正味販売
価額の一定率
 
 

 

平成29年
７月１日
より平成
32年６月
30日まで

 

 
 
 
 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）における世界経済は、米国では緩

やかな景気拡大を続けておりますが、アジア新興国経済の先行き、米国の政権動向や地政学的リスクなど依然と

して先行き不透明な状況が払拭できず推移しております。一方、国内経済においては、企業収益や雇用環境の改

善などを背景に緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループを取り巻く事業環境は、主要な供給先であります自動車業界では、国内の自動車生産は回復基調

にあり、海外を含め総じて堅調に推移いたしました。もう一つの柱である鉄鋼業界では、中国からの輸出圧力は

低下し、国内では建設需要による底堅い推移が見込まれるなど、鋼材需要は好転の兆しが見られました。

このような状況において当社グループでは、当連結会計年度を２年目とする第２次中期経営計画のもと、ユー

ザーの求める高品質、低コストに繋がる高付加価値技術の提供に努め顧客満足度の向上を図るとともに、米国、

メキシコ、中国、タイなどを中心に生産設備の増強を図るなど、海外事業の強化に取り組んでまいりました。さ

らには将来の市場優位性を確保するべく、コア技術の創出を目指し基礎研究を強化するなど、研究開発活動にも

注力しております。

 
（売上高）

売上高は53,466百万円と前第２四半期連結累計期間(以下、前期)に比べ2,967百万円（5.9％）の増収となりま

した。加工事業が国内外ともに比較的好調に推移いたしました。事業の種類別セグメント毎の売上高は、前期に

比べ装置事業が△11.2％の減収となる一方で、薬品事業が5.2％、加工事業が11.5％、その他が25.0％の増収で推

移しております。また、地域別セグメントは、国内が5.4％、アジアが6.9％、欧米が6.0％の増収で推移しており

ます。（セグメントの増減率は外部顧客売上高を基礎にしております。）
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（営業利益）

営業利益は8,663百万円と前期に比べ1,177百万円（15.7％）の増益となりました。国内外の加工事業の拡大に

より、売上総利益は21,109百万円と1,631百万円（8.4％）の増益となり、一方、販売費及び一般管理費が12,446

百万円と453百万円（3.8％）増加いたしました。この内訳は人件費が7.2％増加し、経費が△1.1％減少いたしま

した。

（経常利益）

経常利益は10,392百万円と前期に比べ2,658百万円（34.4％）の増益となりました。営業外の収支は前期は為替

差損が1,071百万円計上された一方、当期は為替差益が265百万円計上されたことなどにより1,729百万円の収入と

なり、前期に比べ1,480百万円増加いたしました。この結果、当第２四半期連結累計期間の総資産経常利益率

（ROA）は5.2％（年換算10.4％）と前期に比べ1.1ポイント増加いたしました。

（親会社株主に帰属する四半期純利益）

親会社株主に帰属する四半期純利益は6,370百万円と前期に比べ1,618百万円（34.1％）の増益となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の自己資本利益率（ROE）は5.0％（年換算10.0％）と前期に比べ0.9ポイン

ト増加いたしました。第２四半期としては売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益と

も過去最高となりました。

 
セグメント情報ごとの業績は、次のとおりであります。

①薬品事業

外部顧客に対する売上高は22,389百万円と前期に比べ1,114百万円（5.2％）の増収となり、営業利益は4,594百

万円と150百万円（3.4％）の増益となりました。当事業部門は、金属などの表面に耐食性、耐摩耗性、潤滑性な

ど機能性向上を目的とする化成皮膜を施し、素材の付加価値を高める薬剤などを中心に製造・販売しておりま

す。国内では自動車生産の回復と建設需要に伴う鋼材需要の増加により、金属表面処理剤、防錆油の販売が比較

的堅調に推移いたしました。海外では中国、インドなどアジアで売上を拡大しておりますが、国内では収益率が

低下したことにより営業利益の伸びは低調に推移いたしました。

②装置事業

外部顧客に対する売上高は6,951百万円と前期に比べ△876百万円（△11.2％）の減収となり、営業利益は363百

万円と103百万円（39.9％）の増益となりました。当事業部門は、輸送機器業界を中心に前処理設備及び塗装設備

や粉体塗装設備などを製造・販売しております。当事業の業績は物件ごとの検収時期の影響を受けるため、短期

の業績比較は難しい事業でありますが、ユーザーの設備投資が国内外ともに低調に推移し減収となりました。収

益面では、海外における収益率に改善がみられ、第１四半期では赤字で推移していた営業利益は黒字に転換いた

しました。

③加工事業

外部顧客に対する売上高は21,642百万円と前期に比べ2,234百万円（11.5％）の増収となり、営業利益は4,194

百万円と915百万円（27.9％）の増益となりました。当事業部門は、熱処理加工、防錆加工、めっき処理などの表

面処理の加工サービスを提供しております。国内では自動車部品や建機・油圧部品における加工処理の需要増加

により売上を伸ばし比較的好調に推移いたしました。また、海外でもすべての地域において増収で推移しており

ます。需要拡大に伴う設備投資による減価償却費の増加など利益圧迫要因もありますが、収益面でも好調に推移

いたしました。

④その他

外部顧客に対する売上高は2,482百万円と前期に比べ495百万円（25.0％）の増収となり、営業利益は105百万円

と△30百万円（△22.5％）の減益となりました。当事業部門は、国内を中心に、ビルメンテナンス事業、運送事

業、太陽光発電事業などを営んでおります。
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(2) 財政状態の分析

（資産の部）

資産合計は、前連結会計年度末と比較し8,503百万円増加し205,763百万円となりました。主な増減といたしま

しては、流動資産では現金及び預金が894百万円、受取手形及び売掛金が535百万円、前渡金などにより流動資産

その他が780百万円それぞれ増加いたしました。固定資産では有形固定資産が964百万円、投資有価証券の時価の

上昇などにより投資その他の資産が5,239百万円増加いたしました。

（負債の部）

負債合計は、前連結会計年度末と比較し△839百万円減少し49,919百万円となりました。主な増減といたしまし

ては、流動負債では支払手形及び買掛金が△1,587百万円、未払法人税等が△753百万円それぞれ減少いたしまし

た。固定負債では繰延税金負債などにより固定負債その他が1,538百万円増加いたしました。

（純資産の部）

非支配株主持分を含めた純資産合計は、前連結会計年度末と比較し9,342百万円増加し155,844百万円となりま

した。主な増減といたしましては、利益剰余金が5,133百万円、その他有価証券評価差額金の増加などにより、そ

の他の包括利益累計額が3,654百万円増加いたしました。

以上の結果、自己資本比率は64.3％と前連結会計年度末と比較し1.8ポイント増加するとともに、１株当たり純

資産は1,090円48銭と74円28銭増加いたしました。

 

(3) キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ2,041百万円収入が減少し4,966百万円の収入となりまし

た。税金等調整前四半期純利益は10,376百万円であり、主な調整は減価償却費2,515百万円、仕入債務の減少額△

1,535百万円及び法人税等の支払額△3,467百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ303百万円支出が増加し2,897百万円の支出となりました。

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出3,044百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ1,257百万円支出が増加し2,383百万円の支出となりまし

た。支出の主な内訳は、配当金の支払額1,235百万円であります。

以上の結果、現金及び現金同等物は、期首と比較し378百万円減少し、41,906百万円となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

当社は、当社株式の大量買付が行われた場合の手続きを明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要

かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株

主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、平成19年６月28日開催の第122期定時株主総会において

株主の承認を受け、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本買収防衛策」といいます。）を導入いた

しました。

　本買収防衛策の有効期間は、第131期定時株主総会終結の時までとなっておりましたので、当社は、平成28年

５月16日開催の取締役会において、情勢の変化等を踏まえ、本買収防衛策を一部修正した上で継続することを決

議し、平成28年６月29日開催の第131期定時株主総会において承認されました。

　本買収防衛策の概要といたしましては、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付または公開買付を

実施しようとする買付者には、必要情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。社外有識者等から構成

された独立委員会は、外部専門家等の助言を得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様への情報開示と取締役会

が提案した代替案の検討、必要に応じて買付者との交渉等を行います。買付者が本買収防衛策に定める手続きを

遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう買付であると独立委員会が判断した場合に

は、対抗措置の発動（買付者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権無償割当ての実

施）を取締役会に勧告し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保いたします。

 
(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、1,150百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 従業員数

①　連結会社の状況

　当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。

なお、従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの 

出向者を含む就業人数であります。

②　提出会社の状況

　当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

なお、従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人数であります。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設のうち、当第２四半期連結累計期間に完了したも

のは、次のとおりであります。

会社名及び
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容 完了年月

日本パーカライジ
ング㈱

大阪府吹田市 全社 関西自社ビル 平成29年８月
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 132,604,524 132,604,524
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
（単元株式数　100株）

計 132,604,524 132,604,524 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年９月30日 ― 132,604,524 ― 4,560 ― 3,912
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(6) 【大株主の状況】

 

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社
(常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目６－６
（東京都港区浜松町二丁目11－３）

7,015 5.29

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内二丁目１－１
（東京都中央区晴海一丁目８－12）

5,578 4.20

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 4,765 3.59

株式会社雄元 東京都中央区日本橋一丁目15－１ 4,708 3.55

公益財団法人里見奨学会 東京都中央区日本橋一丁目15－１ 4,633 3.49

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 4,409 3.32

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目５－５
（東京都中央区晴海一丁目８－12）

4,227 3.18

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA U.S.A
02111
（東京都中央区日本橋三丁目11－1）

3,901 2.94

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 3,371 2.54

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１－２ 3,113 2.34

計 ― 45,724 34.48
 

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、

信託業務に係る株式数であります。

２　株式会社雄元が所有している株式については、会社法施行規則第67条の規定により議決権を有しておりま

せん。

３　上記のほか当社所有の自己株式8,242千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.21％）がありま

す。なお、当社は「株式給付信託（BBT）」を導入しており、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E

口）が所有する当社株式189千株については、自己株式に含めておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

8,242,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

(相互保有株式)
普通株式

6,532,900
― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

 117,788,500
1,177,885 同上

単元未満株式
普通株式

41,124
― 同上

発行済株式総数
　　　　

132,604,524
― ―

総株主の議決権 ―  1,177,885 ―
 

(注)１　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。
    
　自己保有株式  46 株
　相互保有株式 ㈱雄元 98  
 パーカー熱処理工業㈱ 26  
 浜松熱処理工業㈱ 76  
 パーカー加工㈱ 42  
 長泉パーカライジング㈱ ―  
 

２　「完全議決権株式（その他）」の普通株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する株式189,100株（議決権の数1,891個）が含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本パーカライジング
株式会社

東京都中央区
日本橋一丁目15－１

8,242,000 ― 8,242,000 6.21

(相互保有株式)
株式会社雄元

東京都中央区
日本橋一丁目15－１

4,708,900 ― 4,708,900 3.55

(相互保有株式)
パーカー熱処理工業
株式会社

東京都中央区
日本橋二丁目16－８

1,129,800 ― 1,129,800 0.85

(相互保有株式)
浜松熱処理工業
株式会社

静岡県浜松市南区寺脇町
718

618,000 ― 618,000 0.46

(相互保有株式)
パーカー加工株式会社

東京都中央区
日本橋一丁目15－１

65,700 ― 65,700 0.04

(相互保有株式)
長泉パーカライジング
株式会社

静岡県駿東郡長泉町
下長窪1088

10,500 ― 10,500 0.00

計 ― 14,774,900 ― 14,774,900 11.11
 

（注）　「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する株

式189,100株については、上記の自己株式等に含まれておりません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動は、ありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 45,400 46,295

  受取手形及び売掛金 ※2  35,879 ※2  36,415

  有価証券 3,195 3,033

  商品及び製品 2,441 2,653

  仕掛品 2,027 2,200

  原材料及び貯蔵品 4,463 4,222

  その他 3,768 4,549

  貸倒引当金 △155 △154

  流動資産合計 97,021 99,216

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 17,559 19,882

   土地 15,660 15,697

   その他（純額） 22,573 21,177

   有形固定資産合計 55,792 56,756

  無形固定資産 1,186 1,291

  投資その他の資産   

   投資有価証券 32,586 38,161

   退職給付に係る資産 - 105

   その他 10,772 10,328

   貸倒引当金 △98 △96

   投資その他の資産合計 43,260 48,499

  固定資産合計 100,238 106,547

 資産合計 197,260 205,763

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  17,817 ※2  16,230

  1年内返済予定の長期借入金 831 853

  未払法人税等 2,965 2,212

  賞与引当金 2,564 2,522

  その他 ※2  9,382 ※2  9,559

  流動負債合計 33,562 31,378

 固定負債   

  長期借入金 2,374 2,004

  退職給付に係る負債 9,107 9,284

  その他 5,714 7,252

  固定負債合計 17,196 18,540

 負債合計 50,758 49,919
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,560 4,560

  資本剰余金 4,070 4,291

  利益剰余金 112,207 117,340

  自己株式 △7,546 △7,538

  株主資本合計 113,291 118,654

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9,439 13,435

  繰延ヘッジ損益 3 4

  為替換算調整勘定 643 292

  退職給付に係る調整累計額 △79 △70

  その他の包括利益累計額合計 10,006 13,660

 非支配株主持分 23,204 23,529

 純資産合計 146,502 155,844

負債純資産合計 197,260 205,763
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 50,498 53,466

売上原価 31,019 32,356

売上総利益 19,478 21,109

販売費及び一般管理費 ※1  11,993 ※1  12,446

営業利益 7,485 8,663

営業外収益   

 受取利息 114 108

 受取配当金 308 326

 受取賃貸料 177 196

 持分法による投資利益 436 539

 為替差益 - 265

 その他 424 442

 営業外収益合計 1,460 1,879

営業外費用   

 支払利息 33 15

 為替差損 1,071 -

 その他 106 133

 営業外費用合計 1,211 149

経常利益 7,734 10,392

特別利益   

 固定資産売却益 3 16

 投資有価証券償還益 - 70

 特別利益合計 3 86

特別損失   

 固定資産除却損 57 73

 環境対策費 - 14

 その他 7 14

 特別損失合計 64 102

税金等調整前四半期純利益 7,672 10,376

法人税等 2,246 2,799

四半期純利益 5,425 7,577

非支配株主に帰属する四半期純利益 673 1,207

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,751 6,370
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 5,425 7,577

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △212 3,965

 為替換算調整勘定 △5,562 △249

 退職給付に係る調整額 4 8

 持分法適用会社に対する持分相当額 △799 7

 その他の包括利益合計 △6,569 3,732

四半期包括利益 △1,143 11,310

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △181 10,024

 非支配株主に係る四半期包括利益 △962 1,285
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 7,672 10,376

 減価償却費 2,371 2,515

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △1

 賞与引当金の増減額（△は減少） △18 △41

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 131 84

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △528 △1

 受取利息及び受取配当金 △422 △435

 支払利息 33 15

 為替差損益（△は益） 898 △231

 持分法による投資損益（△は益） △436 △539

 固定資産売却損益（△は益） △2 △8

 有形固定資産除却損 12 43

 売上債権の増減額（△は増加） 69 △640

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,778 △176

 前渡金の増減額（△は増加） △178 △784

 仕入債務の増減額（△は減少） 986 △1,535

 未払金の増減額（△は減少） △774 △254

 前受金の増減額（△は減少） 1,244 172

 未払消費税等の増減額（△は減少） △188 △282

 その他 130 △473

 小計 9,215 7,799

 利息及び配当金の受取額 613 656

 利息の支払額 △36 △22

 法人税等の支払額 △2,784 △3,467

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,007 4,966

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △3,224 △2,916

 定期預金の払戻による収入 6,913 1,775

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △2,221 △197

 
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

774 863

 有形固定資産の取得による支出 △4,799 △3,044

 有形固定資産の売却による収入 7 123

 貸付けによる支出 △4 △0

 貸付金の回収による収入 21 167

 その他 △61 331

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,594 △2,897
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 － 8

 短期借入金の返済による支出 － △30

 長期借入れによる収入 1 50

 長期借入金の返済による支出 △264 △264

 非支配株主からの払込みによる収入 507 －

 自己株式の取得による支出 ※2  △240 △0

 自己株式の売却による収入 ※2  239 8

 配当金の支払額 △1,134 △1,235

 非支配株主への配当金の支払額 △113 △572

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △75

 その他 △121 △272

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,126 △2,383

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,179 △63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,108 △378

現金及び現金同等物の期首残高 38,519 42,284

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  39,627 ※1  41,906
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年９月30日)

 （税金費用の計算）

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

　　１ 偶発債務

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

ミリオン化学㈱ 200百万円 200百万円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 ― 700百万円

支払手形 ― 678

設備支払手形 ― 14
 

 
(四半期連結損益計算書関係)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

従業員給料 3,615百万円 3,736百万円

賞与引当金繰入額 1,513 1,588 

退職給付費用 415 362 
法定福利費 712 760 
運送費 822 859 

減価償却費 572 595 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 43,878百万円 　46,295百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金等

△4,251 　　　△4,389

現金及び現金同等物 39,627 41,906
 

　

※２ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日　至 平成28年９月30日)

　　　「株式給付信託（BBT）」の導入に伴う自己株式の売却による収入ならびに、同制度の導入に伴う当社株式の取得

による支出を含んでおります。
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

 

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,135 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月７日
取締役会

普通株式 1,263 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金
 

（注）平成28年11月７日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が　保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

 

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式  1,236 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

（注）平成29年６月29日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が　保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月６日
取締役会

普通株式  1,236  10.00 平成29年９月30日 平成29年12月８日 利益剰余金
 

（注）平成29年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が　保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　             　 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

薬品事業 装置事業 加工事業 計

売上高         

(1)外部顧客に対する
 　売上高

21,275 7,828 19,407 48,511 1,986 50,498 ─ 50,498

(2)セグメント間の内部
  売上高又は振替高

613 427 14 1,055 541 1,597 △1,597 ─

計 21,888 8,256 19,422 49,567 2,528 52,095 △1,597 50,498

セグメント利益 4,443 260 3,279 7,983 136 8,119 △634 7,485
 

（注） １ 「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、ビルメンテナンス事業、運送事業、太陽光発電

事業などを含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△634百万円には、セグメント間取引消去166百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△800百万円が含まれております。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一

般管理費及び技術研究費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　             　 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

薬品事業 装置事業 加工事業 計

売上高         

(1)外部顧客に対する
 　売上高

22,389 6,951 21,642 50,984 2,482 53,466 ─ 53,466

(2)セグメント間の内部
  売上高又は振替高

590 195 18 804 576 1,381 △1,381 ─

計 22,980 7,147 21,660 51,788 3,059 54,847 △1,381 53,466

セグメント利益 4,594 363 4,194 9,152 105 9,258 △595 8,663
 

（注） １ 「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、ビルメンテナンス事業、運送事業、太陽光発電

事業などを含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△595百万円には、セグメント間取引消去212百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△807百万円が含まれております。なお、全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一

般管理費及び技術研究費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 　　 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 38円32銭 52円50銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 4,751 6,370

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

4,751 6,370

普通株式の期中平均株式数(株) 123,996,483 121,334,286
 

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

２.　株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が保有する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

前第２四半期連結累計期間48,807株、当第２四半期連結累計期間193,900株

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第133期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当については、平成29年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしま

した。

①　配当金の総額 1,236百万円

②　１株当たりの金額 10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月14日

日本パーカライジング株式会社

取締役会  御中

 

東 陽 監 査 法 人
 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士   宝   金   正   典   印

 

 

指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士   榎   倉   昭   夫   印

   
指 定 社 員

業務執行社員
 公認会計士   平   井   　   肇   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライ

ジング株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月

１日から平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本パーカライジング株式会社及び連結子会社の平成29年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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